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状況と復旧・復興に関する
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岩手県・宮城県・福島県における医療機関の被災状況    福島県医師会調査 :原発事故による医療機関の被災状況

岩手
被災医療

機関総数

病院 r 診療所

全壊 半壊 一部損壊 被災内容不明 全壊 半壌 一部損壊 支災内容不明

沿岸部 43 1 4 1 20 12 5

内陸部 60 1 59

合計 103 1 5 1 20 71 5

宮城
療

数

医

総

災

関

被

機
病院 r   診療所  ｀

全壊 半壌 一部損壊 全 壊 半壊 一部損壊

沿岸部 320

26

8 27 62 223

22内陸部 4

合 計 346 8 k 62 245

福島
燎

数

区

総

災

関

被

機
病偶 診療所

全壊 半壌 一部損壊 全壊 半嫁 一部損壊

沿岸部 150 22 128

内陸部 252 1 32 219
合計 402 1  ヽ  54 347

V'apan M“ ..lム、“てim m

1.岩手県では、沿岸部口内陸部あわせて103の医療機関が被災し、20の診療所が全壊、71の診療所が半壊・

一部損壊であつた(4月 20日現在 )。 また死亡が確認された医師会員は2名であつた。

2宮城県では、被災した346の医療機関のうち、診療所の全壊は62施設、半壊・一部損壊は245施設で、多く
は津波による被災であった(5月 14日現在 )。 また、死亡が確認された医師会員は9名であつた。

3.福島県では、施設の全壊は病院の1施設であつたが、54の病院、347の診療所が半壊・一部損壊で、内陸部

の被害も甚大であつた(5月 16日現在 )。 幸いにも医師会員の犠牲者はいなかった。

これに加えて、東京電力福島第一原発事故による被災医療機関数 (原発から20km圏内の警戒区域、

_三土画的避難区域及び緊急時準備区域にある医療機関数)は 97施設に及んでいる二月20_日現在)。
   2
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岩手県・宮城県・福島県における医療機関の被災状況

市町村名 医療機関数 積災医療機関数 被災会員数

伊達市 38 4 4

伊達郡川俣町 9 9 13

田村市 19 2 2

南相馬市 48 44 77

双葉郡広野町 3 3 3

双葉郡楢葉町 2 2 2

双葉郡富岡町 9 9 11

双葉郡川内村 1 1 1

双葉郡大熊町 4 4 6

双葉郡双葉町 5 5 8

双葉郡浪江町 12 12 17

いわき市 256 2 3

合計 406 97 147

※集計は被災した医療機関の回答があつた市町村で合計した。



地域医療の復旧口復興に向けた課題と要望<一覧>

3

被災した地域の現状を
踏まえた課題

課題の解決に向けた要望

1 被災者の健康維持に
関する課題

1 被災者の健康維持に関する課題の解決に向けた要望

‖ 地域医療を支える民間
医療機関の復旧口復興に
関する課題

‖-1医 療機関の施設、設備に関する補助等の要望
‖-2被 災した医療機関の移転等に関する要望
‖-3医 療機関の二重債務問題解決のための要望

‖1地域医療を支える医師会
機能の維持や活用に関する
課題

Ⅲ-1大 規模災害時における通信手段の確保に関する要望
‖-2被 災地域の医療従事者と地域の繋がりを守るための要望
|||-3寄附金控除の拡充に関する要望

|||-4新公益法人制度への移行期間の延長を要望

Ⅲ-5共 済事業に関連する要望

原子力災害及び医療機関
への損害賠償等に関する
課題

Ⅳ-1原 子力災害への健康面での対応のための要望

Ⅳ-2医 療機関等の損害の「起算点」と「終期」に関する要望
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I 被災者の健康維持に関する
課題の解決に向けた要望
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1 被災者の健康維持に関する課題の解決に向けた要望

①被災者の健診や予防接種の機会の確保と、心のケアの体制の構築に対する財政措置等を

要望

②被災者の健康維持を外部から支援する、日本医師会「JMAT‖ 」の編成口運営に対する

支援を要望

③被災地域の保険診療について、被災者に係る一部負担金等の免除の延長を要望

―破災者の健康維持|こ対夕る医療提供体制の課題一

〇被災地域の多くでは、発災以前より医師・看護師等の高齢化が進み、医師口看護師等の不足による医療

過疎地域であった。そのため、被災者の健康維持のために、地域による医療提供体制の確保と、当面の間、

外部からの支援も必要である。

O日本医師会では、発災直後から」MA丁 (日本医師会災害医療チーム)による医療支援を実施してきた。

7月 11日までに派遣された支援チームは11377チームで、支援の登録人数は、医師2,220名を含む6,239名

に及び、7月 15日を以つて支援を終了した。

○「JMAT」終了以後、被災地域の診療支援、心のケア、訪間診療、健康診断活動、予防接種支援、巡回

など多岐にわたる活動における外部からの支援として、日本医師会「JMATII」 による支援が開始された。

5Japan Medical Association



Ⅱ 地域医療を支える民間医療機関の

復旧・復興に関する課題の解決に向けた要望
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‖-1 医療機関の施設、設備に関する補助等の要望
①被災地の中長期にわたる医療の復興と全国の医療機関の防災対策のための基金創設を

要望

②中長期の入院療養が必要な患者を受入れる被災医療機関の建替え、新築、修繕に対する

支援を要望

③被災地医療機関の設備更新等に対する補助を要望

―医療機関の診療再開 fこ関 九 陽 罷 ■

○宮城県気仙沼市の医療機関44施設のうち、診療を再開した病院は

6施設、診療所は21施設 (6月 17日現在)で、診療所の再開にあたり

新たな債務が数千万円や1億円以上に達している施設もある。

○国による第1次補正予算による「医療施設等災害復旧費補助金」は

該当要件が公的医療機関等となつているため、慢性期病院や当番制の

対象外の診療科の診療所などは対象外とされている。
医療機関の被災状況を説明する気仙沼市医師会大友会長

7Japan Medical Association



‖-2被 災した医療機関の移転等に関する要望
①国による先行的な土地の確保を要望

②浸水地域のかさ上げや高台移転による診療機能の再整備に対する国の全面的な支援を要望

―医療機関の角レ復興1こ影響を及ぼオ′着″の財政負/_Fの″唐―

○水没した地域の被災医療機関は、自治体による復興計画の策定を待つ間、担保設定が出来ず再建に

至つていない。さらに、被災していない土地価格の高騰により、容易に移転は出来ない。

○浸水地域のかさ上げや高台移転等の復興計画の実行にあたつては、民間医療機関の移転等に

対する自治体による充分な支援は難しいことから、国による全面的な補助等が必要である。

気仙沼市菅原市長との協議 南三陸町佐藤町長との協議

」apan Medical Association



‖-3医 療機関の二重債務問題解決のための要望
①被災した医療機関の旧債務に係る負担軽減について必要な措置を要望

②リスケジュール等の状況下でも、新たな融資を受けられるように、必要な措置を要望

9

一医療機関力=抱える二重働穿躍診解決/_~F九錫罷■

〇宮城県気仙沼市医師会の会員医療機関39施設 (市内の総医療機関数は44施設)では、診療再開した

会員医療機関は15施設 (7月 1日現在)で、再開した全ての医療機関が二重債務を抱えている。

○再生可能性のある医療機関の再建にあたり、一定の返済猶予や償還期間の延長がなされているが、

新たな債務を抱えることになる医師にとつては、旧債務の負担軽減が重くのしかかつている。

○公的金融機関による融資制度では、診療再開に向けて必要となる医療機器が融資対象となつていない

等の問題がある。

Japan Medical Association



Ⅲ 地域医療を支える医師会機能の維持や

活用に関する課題の解決に向けた要望

」apan Medical Association
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Ⅲ-1大 規模災害時における通信手段の確保に関する要望
○大規模災害時に強い通信メディアの開発と地域医師会や医療機関への導入のための補助等の

支援を要望

Ⅲ-2被 災地域の医療従事者と地域との繋がりを守るための要望
①原発事故に関連し、短期間での診療再開が困難な被災医療機関と、一時的に職員を受け入れる

医療機関との調整に対する補助等の支援を要望

②被災した診療所等の再開が困難な医師等の再就業支援として、医師会が実施するドクターバンク

事業等への支援を要望

一大規模災害時
=こ
機能α 紗 った通信手段の課題 ―

○地域の医師会では、災害対策における組織間の連絡や医師の被災状況把握のために衛生携帯電話や

災害用無線を設置していることが少なくない。しかし、この度の震災では、限られた数の衛星携帯電話そのもの

の被災や無線基地局の被災等により通信不能状態が続いたため、医師間の連絡や医師会間の連絡が取れず、

避難者の救護活動等に障害が生じた。

」apan lledical Association
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Ⅲ-3寄 附金控除の拡充に関する要望
○日本医師会は国民医療・地域医療に責任を負う立場から、大震災関連寄附に係る会員等

から受けた指定寄附金について、認定NPO法人と同様の扱い (「等」に含める)を要望

Ⅲ-4新 公益法人制度への移行期間の延長の要望
○被災地支援を行つている公益法人の活動と、被災した公益法人自身の復興を支援する

ために、新公益法人制度への移行期間の延長を要望

Ⅲ-5共 済事業に関連する要望

○被災地の医師会等について、認可特定保険事業者の申請期限の延長を要望

.Tapan iledical Association 12



Ⅳ 原子力災害及び医療機関への損害賠償等
に関する課題の解決に向けた要望

Japan lledical AssociatiOn
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IV-1原子力災害への健康面での対応のための要胡三
①原子力発電所本体の事故の実態や、放射線の拡散・被曝の詳細な実態調査と情報開示の推進

②国による、医療機関へのホールボディカウンタ等放射線量測定機器等の購入・貸与等の促進

③国による、福島県全県の医療機関ヘガイガーカウンター等放射線量観測機器等の購入口貸与の促進

④国による、放射線観測機器等の使用方法や放射線医療の研修口訓練のための補助等の推進

14
Japan lledical Association



東日本大震災関係報告

1.会員被災状況

2。 歯科医療・□腔ケアの派遣

3。 移動診療車

4。 身元確認への派遣

5.支援物資

6.補正予算

7.仮設歯科診療所

平成 23年 7月 22日

社団法人 日本歯科医師会



東日本人震災 会員被災状況 (平成23年 6月 28日 12時更新)
社団法人日本歯科医師会

東日本人震災災害対策本部

情報通信部会員情報班作成

会員数 被災会員数 会員診療所数 被災した会員診療所数 稼働可能な診療所数 現在の安否状況 会員診療所の稼働状況 その他

岩手県

65イ呂
【死亡】
気仙地区:2名
釜石地区:1名

【不明】
釜石地区 :2名
※4/12・ 14時現在

乏

【全壊】41
【大規模半壊】4
【半壊】9
【一部損壊】2
※5/23・ 17時現在

不明者2名を除き、会員の安
否を確認。
※4/12・ 14時現在

内陸部は、特に地震による被害の
報告はない。沿岸部の3地区歯科
医師会で津波の被害あり。
※3/23・ 20時現在

【震災によりお亡くなりなつた方々】
瓦田良喜先生(77才 )
村上徳行先生 (63才 )
佐伯厚夫先生 (56才 )
※上記会員の診療所及び住居は流失若しくは全壊

<自宅>
【全壊】38

【大規模半壊】3
【半壊】5

【一部損壊】0
※5/23・ 17時現在

宮城県 1.141

384

【死亡】5名
【不明】1名
※5/11・ 15時現在

1.02S

【全壊】51
【大規模半壊】3
【半壊】92
【一部損壊】160
※5/13・ 14時現在

706

※4/7・ 18時現在

【無事】1,147名
【死亡】5名
【不明】1名
※5/11・ 15時現在

診療所数1,029中
【稼働可能】707
【非稼働・不明】322
X4/12・ 14時現在

【震災によりお亡くなりなつた方々】
畠山赳夫先生〈83才 )
齋藤洋子先生(81才 )
齋藤真沙子先生 (57才 )
木島 研先生 (45才 )
高間木祐―先生 (42才 )
※上記会員の診療所は流失若しくは全壊
※5/11・ 15時現在

<自宅>
【全壊】36
【大規模半壊】2

【半壊】73

【‐部損壊】186
※5/13・ 14時現在

福島県

102イ呂
【うち¬名は死亡。残
り101名 のうち、震災
及び放射能漏れの影
響等により避難して
いる者も含まれる。】
※4/12・ 16時現在

【全壊・全焼・流失】8

【大規模半壊】4
【半壊・半焼】14

【一部損壊】258
※5/23・ 17時現在

<原発事故による警戒区域等
の指定状況>
【警戒区域】33
【計画的避難区域】0

【緊急時避難準備区域】27
*上記は全て診療所兼自宅物
件
※6/1・ 14時現在

調査中
(現在、全会員に対して
被災状況、停電、断水
等の影響による休診期
間等の状況を具体的に

調査中)

【死亡】
相馬11名
【県内避難】
相馬15名
双葉 :12名
【県外避難】
相馬:17名
双葉:18名
※4/12・ 16時現在

調査中
(現在、全会員に対して被災状況、
停電、断水等の影響による体診期
間等の状況を具体的に調査中〉
※4/12・ 16時現在

【震災によりお亡くなりなつた方】
黒沢恒平先生 (62才 )
※″12'16時現在

<自宅>
【全壊・全焼・流失】9

【大規模半壊】6

【半壊・半焼】12
【一部損壊】269
※5/23・ 17時現在

脚



会員数 被災会員数 会員診療所数 被災した会員診療所数 稼働可能な診療所数 現在の安否状況 会員診療所の稼働状況 その他

青森県
552

(2月 末現在 )

八戸 床下浸水1件
三戸 外壁亀裂2件

瞬ね通常稼働 人的被害なし

茨城県 1,327 I

【全壊】4
【大規模半壊】1
【半壊】17
【―部損壊】663
※5/30・ 17時現在

【被害なし】304
【被災確認未回答】360
※5/10・ 10時現在

【被害なし】993
【被害あり】13
【被災確認未回答】321
※4/12・ 17時現在

被害なし304については稼働中
※5/10・ 10時現在

〈自宅〉
【全壊】3
【大規模半壊】0
【半壊】18
【一部損壊】594
※5/30・ 17時現在

栃木県 1,00(

【半壊】2(り災証明書確認済)
【一部損壊】75
※6/23・ 12時現在

既ね通常稼働 人的被害は軽傷3名
【自宅一部損壊】77
※6/28・ 12時現在

群馬県 935

【一部損壊】13
<外壁ヒビ・屋根瓦落下等>
桐生 :3

館林 :5
※5/20・ 11時現在

既ね通常稼働 人的被害なし 概ね通常稼働
ニビが診療所の建物に入つた等聞くが、通常通り皆稼働して
いる模様。

千葉県 2,45う 2.26S

【全壌】3
【大規模半壊】3
【半壊】2
【一部損壊】132
注)一部損壊には軽微な被害を

含む。
※5/27・ 14時現在

概ね通常稼働
※5/10・ 10時現在 人的被害なし

【浦安】概ね全てが通常稼働
※5/10・ 10時現在

<自宅>
【全壊】3
【大規模半壊】1
【半壊】1
【一部損壊】113
注)一部損壊には軽微な被害を含む。
※5/27・ 14時現在

注1:「被災会員数」には避難所に避難している者を含む場合あり。

注2:「被災した会員歯科診療所数」には被災しつつも、稼働を続けている歯科診療所を含む

ぁ程度は必ずしも一致せず、全壊、半壊、一部損壊、軽微な被害等、様
々なケースが含まれる。

注3:当該県歯科医師会の報告を基に「被災した会員歯科診療所数」を記載。ただし、各被災
1

注4:秋 田県及び山形県について再確認したところ、被災診療所等が見受けられなかつたた
め削除した。



東日本大震災における被災会員の就業所及び自宅に関する被災状況について

平成23年 6月 28日現在

区分
就業所 自宅

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊

岩手県 41 4 9 2 38 3 5 0

官城県 51 3 92 160 36 2 73 186

福島県 8 4 14 270 9 6 12 274

茨城県 4 1 17 663 3 18 594

栃木県 2 75 77

千葉県 3 3 2 182 3 1 113

計 107 15 136 1352 89 12 109 1244

注1)上記被災程度の件数は、罹災証明書に基づかない自己申告によるものを含む。
注2)流失及び全焼は全壊、半焼及び半流失は半壊として計上した。
注3)福島県の一部損壊の件数については、水没、床上漫水及び床下漫水の件数を含む。

平成23年 6月 1日現在

区分
―物件のみ
大規模半壌以上

二物件とも
大規模半壊以上

―物件のみ
半壊

二物件とも
半壊

―物件日は
大規模半壊以上で

=物
件日は半壊

岩手県 17 31 4 2 6

宮城県 25 27 74 39 13

福島県 10 8 7 1

茨城県 5 1 22 6 1

栃木県 2

千葉県 8 1 1 1

計 65 68 114 55 21

福島原発事故における会員の就業所の警戒区域等の指定状況について

区分 警戒区域 計画的避難区域
緊急時
避難準備区域

福島県 33 0 27

平成23年 6月 1日現在



被災地への歯科医師等の歯科医療従事者の派遣

1)派遣状況(7月 14日現在)

岩手県 宮城県 福島県
出動人数計 延人数計

出動人数 延人数 出動人数 延人数 出動人数 延人数

歯科医師会関係 3 18 80 454 10 60
う
０ 532

衛生士会関係等 3
０
０ 46 287 5 30 54 335

大学関係歯科医師 0 0 70 ６０
０
′
■ 2 12 72 498

大学関係衛生土 0 0 ”
′ 118 1 6 18 124

技工士会関係 0 0 1 3 0 0 1 3

事務局 0 0 3 0 0 3

合計人数 6 36 217 1,359 18 108 241 1,503

※延人数は実施日より算出

派遣団体数 6 58 10 74

2)待機状況 (7月 14日現在 )

チーム総数 (原則1チーム3人 ) 63

都道府県歯科医師会 35

大学関係 28

日本歯科衛生士会 0

日本歯科技工士会 0

単独派遣可能者総人数 273

都道府県歯科医師会 134

大学関係 46

日本歯科衛生士会 80

日本歯科技工士会 13



日本歯科医師会における東日本大震災への

厚生労働省(歯科保健課)

注)1原則として派遣はポランテイアによるものであり、派遣後に活動報告を日本歯科医
師会へ提出する

注)2派遣に関する提出期限などについては、目安として記載している

都道府県歯科医師会

日本歯科衛生士会

歯学部口歯科大学

会員・都道府県歯科衛生士会、職員等



移動診療車の稼働状況
2011年 7月 14日現在

派遣先 派遣元 派遣者 4月 5月 6月 7月 8月

岩手

千葉 歯科医師、歯科衛生士、運転手各1名
〉

1 3/31～ 4/14 歯科医師、歯科衛生士のセットで1週間交代、運転手は1|のまま岩手滞在  |

愛知
歯科医師、歯科衛生士各1名 (4/3～ 5)
運転手各1名 (4/3～ 8)

歯科医師、歯科衛生士各2名 (4/14～ 28)

― ロ ―

岐阜 運転手、運転手助手各1名
‐

ヨL~ 4/16～ 4/末

日歯 歯科医師 (2名 )
■

5ノ26～ 必要な期間      |

宮城

栃木 歯科医師、歯科衛生士、事務局、運転手各1名 ―

14/3・ □‐7/8但し、車両〈機器)のみを貸与し、人員は』

広島 運転手2名

L

|

軸
― ―

レ

14/1γ

徳島 歯科医師3名、歯科衛生±2名 、運転手1名
ヨ1 4/7～ 5/9 歯科医師、歯■,生士は4/8～ 4/■ 2、 運転手は4/7～ 4/10

京都 歯科医師、事務局各1名、運転手2名 ト
コ与し、人員は帰路

福島

※その他、出動待機している都道府県は、東京、和歌山、愛援、長崎、宮崎、鹿児島。

ω



4

身元確認作業への派遣1犬況

平成 23年 7月 15日 現在

● 日歯からの派遣は現在、宮城県のみで 7月末で終わる予定。

● 現在までに出動した歯科医師は、3県へ延べ約2,500名 を超える。 (日歯からの
派遣が約 1,100名 、地元歯科医師会が約 1,400名 )

岩手県 宮城県 福島県 合計数

自県活動実人数
118
(3月 末時点)

295
(5/27で終了)

41
(3月 末時点)

454

岩手県 宮城県 福島県 合計数

日歯派遣分 延べ300 延べ 760 延べ35 延べ 1,095

自県活動分 延べ375 延べ 734 延べ395
(うち自衛隊164)

延べ 1,504

合計数 延べ675 延べ 1,494 更二́ミ430 延べ 2,599



ｎ
υ

身 7E惟誌 作 栄 へ fJJ郡週 肘 県別
"随
状 況

所属 出動人数 延べ人数 派遣先

北海道 岩手県

青森県 37 岩手県、宮城県

秋田県 岩手県、宮城県

山形県 宮城県

栃木県 8 40 宮城県

群馬県 6 30 宮城県

千葉県 7 20 岩手県、福島県

埼玉県 30 岩手県、宮城県

東京都 岩手県、宮城県、福島県

神奈川県 岩手県、宮城県、福島県

山梨県 宮城県

長野県 宮城県

新潟県 42 岩手県、宮城県

静岡県 宮城県

愛知県 4 24 官城県

二重県 24 岩手県

岐阜県 6 岩手県、宮城県

滋賀県 8 岩手県

和歌山県 4 宮城県

奈良県 4 岩手県

京都府 30 官城県

兵庫県 宮城県

岡山県 30 宮城県

広島県 宮城県

島根県 30 官城県

山口県 宮城県

徳島県 4 岩手県

香川県 4 岩手県

愛媛県 4 岩手県

福岡県 4 20 官城県

長崎県 福島県

大分県 4 20 官城県

熊本県 30 宮城県

宮崎県 4 20 官城県

鹿児島県 4 20 宮城県

沖縄県 4 20 宮城県

日本歯科医学会 48 岩手県、宮城県

合 計 300 1.095





デンタルチャート帆後記録)

上顎レジン前装鋳造冠は色・根充)」
レジン前編

“

ンプラント)」
仮封材 (白色)   」
インレー宙洞 (OD)到
支台築造 (銀色) 」
C。       _到

埋伏歯       劃

欠損      司
欠損(義歯・レジン歯)¬
欠損(義歯・レジン歯)司
根面板健諄Ⅲレジと菫)司
健全歯       ¬
欠損 (死後脱落)  司
歯牙破折      コ
歯牙破折      ¬

」

左右

[ |ヽ
ヒLアマルガム充填(0)頬側転位

Lイ ンレー(OD 銀色)

L4/5冠 (銀色)
ヒ全部鋳造冠 (銀色)

L欠損

[  1助

「
健全歯

「

レジン充填 (ML・ B)

「
健全歯

「
健全歯

遺体番号 A-001 検査場所 0×体育館 演査日時 平成00年○○月00日○○時00分

遺体状況

■上下顎

□上顎のみ

□下顎のみ

□その他

所轄警察署 ○○警察署 参考資料

■口腔内写真 (    5枚 )
■X線写真  (デンタル 10枚)

(パノラマ 0枚 )
□歯列模型の作成

所見 ,特記事項 :

・下顎骨骨折が認められる

・2コ は歯冠中央部より破折している
・司は脱落し歯槽禽が認められる
。司は売根上義歯で根面板が装着されている
・Jはスクリュータイブインプラントカ1埋入されてお

り、レジン前装鋳造冠が装着されている
・」は仮封材が認められ、治療途中と思われる
・5」 は修復物の脱落と思われる
・」は埋伏している
。Lは頬側に転位している

住   所 :○○○市○○○町〇〇〇番地
歯科医師名 :        ○ ○ ○ O ③

TELOOO(○00)○○○○

住   所 :○○○市OOO町○○○番地
歯科医師名 :        ○ ○ ○ O ①

TELOOO(○○○)○○○○

立会い警察官名 :

○○○○

社団法人 日本歯科医師会



デンタルチャート性前記録)
ファイル番号 B-001 記入日 平成OOttOO月 ○○日

息 者 氏 名 ○ ○ ○ ○
性

別 0・女
参 考 資 料

■歯科診療録

□口腔内写真  (   枚)
■デンタル写真  (  10枚 )
ロパノラマ写真  (   枚)
□その他

生 年 月 日 昭和○〇年00月 OO日 (00歳 )

住 所
○○○市○○○町○○○番地
TELOOO(OOO)○○OC

通 院 期 間 平成○〇年○○月○○日から平成○〇年○○月○○日

上顎
レジン前装鋳造冠(根充)」
レジン前装鋳造冠(根充)]
健全歯       」
健全歯       到
全部鋳造冠(Pd) 」
ァマルガム充鎮  g
健全歯       」
埋伏歯      」

欠損      司
欠損(義歯・レジン歯)¬
欠損(義歯・レジン歯)司
全部鋳造冠 lPd・ 根充)司
健鋪     _¬
健全歯      司
健全歯       コ
健全歯       ¬

左右

Lレジン充填
ヒ健全歯

L健全歯
ヒ アマルガム充填

Lイ ンレー (Pd)  _
Lイ ンレー (Pd)

ヒ全部鋳造冠 (Pd)

LCo

「
欠損

「
C

「
欠損

「
C

「
健全歯

「

レジン充填 (B)

「
健全歯

F健全歯下顎

所見・特記事項 :

・診療録より

=≡
卜多7残存を確弔

・」はエックス線写真により埋伏が確認される
。
型 は根充剤がエックス線写真により確認される
。司は根充剤がエックス線写真により確認される

資
料
提
供

医療機関名 :   0 × 歯科医院
歯科医師名 :      ○ ○ ○ ○

TELOOO(OOO)〇 〇〇〇

記

入

歯

科

医

師

住   所 :OOOttOOO町○○○番地
歯科医師名 :              ①

TELOOO(OOO)○○○○

住   所 :○○○市○○○町○○○番地
歯科医師名 :               ③

TELOOO(OOO)○ ○○○

社団法人 日本歯科医師会



東日本大震災 緊急支援物資送付リスト《実績》 平成23年 7月 15日現在

※震災後、4回にわたり上記被災0県に支援物資を発送した。         ~丁
※上記以外にも本会指示のもと、各業者から被災3県へ直接物資を発送したものもある。



6
《厚生労働省医政局歯科保健課》

平成 23年度 歯科保健医療対策関係予算

二五虚墨_年度第一次補正予算の概要ト

1 被災地における歯科診療確保事業 519百 万円

① 仮設歯科診療所の整備 418百 万円
(事業内容)

平成 23年 3月 11日 に発生した東日本大震災で被災した地域、特に岩手県、宮城
県、福島県の歯科保健医療体制を迅速に確保するため、仮設歯科診療所を整備するも

のである。

(設置箇所)21箇 所 (予算積算上の数値)
※ 設置場所は被災状況、歯科保健医療の需要に応じて県が定める。

(補 助 先)岩 手県、宮城県、福島県等の被災地
(補 助 率)定 額
(積算単価) 19, 914千 円

② 歯科巡回診療車の整備 101百 万円
(事業内容)

仮設歯科診療所への通院が困難な仮設住居等で生活する高齢者や障害者等に対する

歯科診療や口腔ケアを迅速に行うため、歯科巡回診療車を整備するものである。

(設置台数) 6台 (予算積算上の数値)
(補 助 先)岩 手県、宮城県、福島県等の被災地
(補 助 率)定 額
(積算単価) 16, 829千 円

2 医療施設等災害復旧費補助金 3,618百 万円の内数

(事業内容)

平成23年 3月 11日 に発生した東日本大震災で被災した地域で、建物に破損等が生
じ、学校運営上に支障が出ている医療関係職種の養成所の復旧整備を行うものである。

(対  象)保 健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、
救急救命士、歯科衛生士



● 平成23年度厚生労働省第二次補正予算(案)の概要

計 : 45億円

1 二菫債務間■への対応 40億円

被災した医療施設・社会福祉施設等の再建を支援するため、 (独)福祉医療機構が行う医療 `

福祉貸付について、次の措置を実施できるよう、同機構の財務基盤を強化する。
・ 1日債務に係る積極的な条件変更 (償還期間の延長、金利の見直し等)。災害復旧のため,新規貸付条件のさらなる緩和 (償期 間・据置期間の延長、無担保帥 1・額
の拡充等)

※ なお、政府全体の中小企業向け対策の中で、生活衛生関係営業者の二重債務問題への対
応を行う。 (中小企業庁において計上)

2 児童欄賤施設等の日度の

福島県内外の保育所などの園庭のうち毎時1り Sv(マイクロシーベルト)
観測したものについての表土除去処理事業に支援を行う。

4.6億円

以上の放射線量を

3 東京電力福島第一原子力発電新の緊急作      まく管理7~―タベースの構築
89百万円

職勘保険特別会計]

量蜆 ]電

=跡

空ぱ 諄 聰 履言

中 事し胡 鯖 畔 業内容、御ずく線

(参考)放射線モニタリングの強化 (文部科学省において一括計上)

〔うち厚生労働省分〕

の最量轟芳編奎纏鼻意曇薦挙]片
物質の検査体制の強化のため滞 疫所や国立試験研究機関

０
０



平成23年度(平成22年度からの繰越分)地域医療再生臨時特例交付金交付要綱

(通則)

1地域医療再生臨時特例交付金(以下「交付金」という。)については、予算の範囲内にお
いて交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法
律第179号 )、 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令(昭和30年政令

第255号)及び厚生労働省所管補助金等交付規則(平成12年曇着喜令第6号)の規定に
よるほか、この交付要綱の定めるところによる。

(交付の目的)
2この交付金は、都道府県の区域を基本とする地域における医療課題の解決に向けて策
定する地域医療再生計画(広域的な医療提供体制に係る課題を解決するための施策につ
いて、都道府県が定める計画をいう。以下同じ。)に基づく事業を支援するため、都道府県
に設置する基金の造成に必要な経費を交付することを目的とする。

(交付対象事業)
3この交付金は、平成21年 6月 5日 医政発第0605008号厚生労働省医政局長通知月1
紙「地域医療再生基金管理運営要領」(以下「管理運営要領Jという。)に基づいて、都道府
県が行う基金の造成 (以下『事業」という。)に必要な経費を交付の対象とする。

(交付額の算定方法)
4この交付金の交付額は、別表の第1欄に定める事業ごとに、当該事業を実施するため
の総事業費 (既に実施している国庫負担 (補助)金対象事業費及び既に実施している地方
単独事業費を除く。)から新規又は拡充する国庫負担(補助)金対象事業に係る国庫負担
(補助)金 (都道府県又は事業者(管理運営要領第2(3)に定める事業者をいう。)が負担
する額及び寄付金その他収入額を控除した額と別表の第2欄に定める基準額とを比較して
少ない方の額の合計額を交付額とする。
なお、事業ごとに算出された額に1.ooo円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て
るものとする。

(別表)

1事 業 2基準額 ・

(1'都週府県全域 (二次医療圏)を対象とした医療課題
の解決に必要な事業であって、地域医療再生計画で
定めるもの・

15億円

(2)郡遭府県全域(二次医療圏)を対象とした医療課題
の解決に必要な事業のうち、医療機関の統合再編を
伴う整備など(1)の基準額を超える事業費を要する事

再生計画で定めるもの

120億円の範囲内
で(1)の基準額を超
える額

ｎ
ｖ



(交付の条件)                 '
5この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。
(1)事業の内容の変更(軽微な変更を除く。)をする場合には、厚生労働大臣の承認を受け
なければならない。

(2)事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならな
い 。                             

´

(3)事業が完了しない場合又|ま事業の遂行が困難となった場合には、速やかに厚生労働
大臣に報告し、その指示を受けなければならない。
(4)事業に係る経理と他の経理は区別しなければならない。
(5)交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式3による調書を作
成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証
拠書類を事業の完了の日(事業の中止又は廃上の承認を受けた場合には、その承認を
受けた日)の属する年度の終了後5年間保管しなければならない。
(6)基金は善良な管理者の注意をもつて管理し、2の目的に反して、基金を取り崩し、処分
及び担保に供してはならない。

(7)都道府県は、毎年度基金事業(管理運営要領第1に定める事業をいう。)に係る経理
の精算終了後、別に定めるところにより、事業実施報告書を厚生労働大臣に提出しなげ
ればならない。

(8)基金を解散する場合には、解散するときに保有する基金の残余額を厚生労働大臣に
報告し、その指示を受けて国庫に納付しなければならない。
(9)基金の解散後においても、事業者からの返還が生じた場合には、これを国庫に納付し
なければならない。

(申請手続)                      ・

6この交付金の交付の申請は、月1紙様式1による申請書に地域医療再生計画及び関係
書類を添えて、平成23年 8月 31日までに、順次、厚生労働大臣に提出して行うものとす
る。

なお、東日本大震災により甚大な被害を受けた岩手県、宮城県及び福島県においては、
平成23年 12月 28日まで提出期限を延長する。

(実績報告)

7この交付金の事業実績報告は、基金設置後速やかに(5の (2)に掲げる条件により事
業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、当該承認通知を受理した日から1か

月を経過した日)又は平成24年 4月 10日 のいずれか早い日までに別紙様式2による報告
書を厚生労働大臣に提出して行わなければならない。

(その他)

8特男1の事情により、4、 6及び7に定める算定方法、手続きによることができない場合に
は`、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものとする。

ｎ
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東日本大震災の対応 仮設歯科診療所の設置予定
(岩手県 11か所、宮城県6か所、福島県 1か所)

仮設歯科診療所は、6月 30日 (本)現在、岩手県11か所、宮城県6か所、
福島県 1か所が設置される予定で、岩手県では第一次補正予算が成立した1カ
月後の6月 2日 (本 )、 国の仮設歯科診療所第一号として、岩手県宮古市田老地
区で稼働が開始してしヽる。

岩手県ではその他、釜石地区3か所、気仙地区7か所を予定しており、県行
政や地元歯科医師会との調整が終了後、‖頂次稼働開始していく。
宮城県は気仙沼地区3か所、石巻地区2か所、岩沼地区 1か所に設置する予
定。そのうち気仙沼地区2か所と石巻地区 1か所は8月半ばに稼働開始し、そ
の他は9月に稼働開始を予定している。
福島県は相馬郡の 1か所に設置され、 lo月下旬からの稼働開始を予定して
いる。なお現在設置が予定されている地域は次の通り。

岩手県

(1 1 か所)

宮古市田老町 (6/1スタート)

釜石市両石 。鵜住居地区

釜石市市内東地区

下閉伊郡大槌町 (6月末予定)

大船渡市三陸町越喜来

大船渡市大船渡町

陸前高田市広田町

陸前高田市小友町

陸前高田市米崎B」

陸前高田市高田町

陸前高田市気仙町矢作

宮城県

(6か所)

気仙沼 。大谷地区

気仙沼・歌津地区

気仙沼・志津川地区

石巻 。女川地区

石巻 。雄勝地区

岩浄 山元地区

福島県

(1か所) 相馬郡
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東日本大震災復興支援に関する要望

平成 23年 7月 22日

日 本 薬 剤 師 会

1.被 災 した薬局の復 旧・復興 のための公 的補助等

○被災した民間医療機関及び薬局の復旧・復興のための公的補助

・第一次補正予算に盛り込まれた災害復旧費補助金は、対象が公的医療機関

や救急指定病院等に限定されており、民間医療機関及び薬局については、

対象となっていない。
。また、第一次補正予算においては、仮設診療所 50カ所の建築費 14億円
が盛り込まれたが、薬局については仮設診療所に併設する場合のみが対象

とされており、薬局を単独で開設する場合には利用できない。

・今後の補正予算においては、被災地の医療供給体制の本格的な復旧・復興

のため、被災した民間医療機関の建替え、新築、修繕に対する公的補助を

予算化いただきたい。
・その上で、医療提供施設である薬局については、休日・夜間の調剤など、

医療機関と同様の公共性を有していることから、医療機関と同様の取扱い

とし、被災した薬局 (建物)の再建・修繕や、調斉J機器及び医薬品 0医療
材料等の取得に係る費用に対する公的補助をお願いしたい。

○被災地における薬局の新規開設に対する公的補助

・地域薬剤師会等により、薬局が消失した被災地に薬局を新設・運営する場

合に、建築費用や調斉J機器等の導入費用等に公的補助をお願いしたい。

○医療機関等の災害復旧のための支援制度の拡充

・医療機関等の災害復旧のための支援制度としては、「医療施設等災害復旧費

補助金」及び 「医療提供体制施設整備費交付金 (医療施設近代化施設整備

事業)」 があるが、いずれも民間医療機関及び薬局については対象外となっ

ている。

・両補助金の対象に、災害救助法で指定された地域に所在するすべての民間

医療機関及び薬局を追加いただきたい。

○薬局再開に要する建物の再建、調斉J機器等購入に係る税制優遇措置 (特別償

却制度)

○薬局再開に伴う薬局開設許可申請手数料等の免除

-1-



2。 二重債務問題への対応

○福祉医療機構による薬局への貸し付け条件の緩和
・第二次補正予算においては、二重債務問題への対応として、福祉医療機構
からの福祉医療貸付について、①旧債務に係る条件変更(償還期間の延長、

金利の見直し等)と、②災害復旧のための新規貸付条件の更なる緩和 (償
還期間・措置期間の延長、無担保貸付額の拡充等)が、厚生労働省予算と
して盛り込まれた。
・しかし、①については、旧債務を持つ薬局が無いため、薬局は利用できて

おらず、また、②についても、新規開設の薬局は利用できないことから、

条件が緩和されても薬局は利用できていない状況である。また、薬局等の

生活衛生関係営業者の二重債務問題への対応については、第二次補正予算

において中小企業庁も予算を計上しているが、十分とは言い難い。
。このような状況を踏まえ、福祉医療機構による薬局への貸し付けについて

は、一層の条件の緩和をお願いしたい。

3.被災地における薬剤師の確保

○緊急雇用創出事業臨時特例交付金を活用した保健医療従事者 (薬剤師等)の
雇用確保の積極的な推進

○薬剤師の再就職支援策 (薬剤師バンク等)を実施する薬剤師会に対する助成

○被災地の医療機関及び薬局における「派遣薬剤師」確保のための費用助成

○離職した薬剤師を雇用した中小企業 (薬局等)事業主への助成 (雇用調整助
成金の活用等)

4.地域医療再生のための医療機関及び薬局等の適正配置

○医薬品の供給拠点である「薬局」が、医療機関と同様に、適正に配置される

計画の策定
・自民党 「第 3次提言」の「被災者への支援」

"及
び 10に記載されている

とおり、被災地の地域医療再生においては、薬局も医療機関と同様に適正

な配置がなされるべきである。地域に必要な薬局が適正に配置される一方、

無秩序な薬局開設が抑制されるような施策をお願いしたい。

○医療機関並びに薬局の建築用地の優先的な確保

-2-
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【7月 15日開催 県主催「原子力損害に関する関係団体連絡会議」に提出】

福島県保健福祉部薬務課 様

団体名  社団法人福島県薬剤師会

第 3回原子力損害に関する関係団体連絡会議

国への要望事項

国等に対し、個別具体的な被害状況等について訴えていくため、予め以下について記入

の上、FAXにて回答願います。

1 要望項目 (各団体 1項目)
ω 茄鉾 ホテタレのキャンセノレ′こグラ損害|こついて

○ 避難薬局に対する医薬品代金等に関する損害賠償の早期実施について

2 各団体等の要望内容 (100～200字以内)
1 賠償に当たっては、福島第一原子力発電所事故により、避難を強いられている県民サイドに
立って、適切に実行されるよう要望する。

2 薬局では、ひと月の医薬品代 (約 900万円)が、2～ 3ヶ月後には決済となるため、現在、避
難している薬局はそのことで頭を悩ませている。ついては、避難した薬局に対して早急に適正

額の仮払いをしていただきたい。

3 地域の復興を考えれば、事業主への賠償が肝要となり、薬局経営者を調査する場合、給与支
払分も賠償額として捉えるべきである。

4 いわき市や南相馬市などでは、いわゆる風評被害によつて、薬局においては、薬剤師、従業
員が避難し、閉局せざるを得ない状況が4月の中旬頃までの lヶ月程度あつたが、この風評被

害を賠償対象として検討すべきである。

5 福島第一原子力発電所から30km圏内の県民は、大多数が3月 15日の水素爆発、そして引き
続き出された住民避難等の政府指示によつて、ほとんどが着のみ着のまま、避難した訳であり、

避難経費には、交通費、宿泊費に加え、衣服や日常生活用品等も検討するべきである。

3 要望の背景。理由等
被災した会員からの要望。

4 損害の具体的事例 (主なものを箇条書きで結構ですので記載願います)

-3-



6 に

薬  局

全  壊 半壊口浸水被害 計

岩手県
(薬局数 :

584)

宮古市 4 5 9

大船渡市 9 2

陸前高田市 9 0 9

金石市 8 0 8

大槌町 6 0 6

山田町 8 0 8

里予田村 2 0 2

計 46 7 53

宮城県
(薬局数 :

1,097)

仙台市青葉区 0
仙台市宮城野区 3 4
仙台市若林区 1 2

仙台市太白区 0
仙台市泉区 0
石巻市 18 19 37
塩金市 3 6 9

気仙沼市 6 6 12

名取市 2 0 2

多賀城市 5 6

岩沼市 0
東松島市 4 7

亘理郡山元町 0 2 2

宮城郡松島町 0 1

遠田郡美里町 0 1

牡鹿郡女川町 4 0 4

本吉郡南三陸町 8 1 9

計 50 54 104

福島県
(薬局数 :

874)

福島市

会津若松市 1

いわき市 10

相馬市 1

計 3 14

東日本大震災被災3県の会員被災状況(A会員の薬局分)

所に
″
計画的に

″
避難する必要がある地域のこと。緊急時避難準備区域とは

″
緊急時に

″
屋内退避あるい

は別の場所に避難する必要がある地域のこと。

【警戒区域・計画的避難区域・緊急時避難準備区域】

薬  局
警戒 計 画 緊魚時

福島県
(薬局数 :

874)

相馬郡 2

南相馬市 4
双葉郡 22 5

計 26 2 5

20キロメー ル圏内)のこと。計画的避難区域とは別の
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被災地支援薬剤師派遣状況調査 (第4回)集計結果

(注)自 県内の対応は除く。

派 遣 期 間  平成23年3月 11日 ～7月 6日

派遣種類別

日本薬剤師会調べ

(平成23年7月 11日現在)

派遣先別

実人数
 1薬剤師会 IJMAT等 1自治体 |その他

延べ人数

224 1503 893 440 34

1162 890 109 4784 3549 484 290

559 504 10 2078 1880
2 1 0 8 4 4 0 0

,福島 県 0 0 0 1 5 0 0 0

L 弄道 43 40 0 245 221

210
0 24

0

0

0 0 210 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

田 47 41 0 251 214 0 0

L形 ２

０

90 2 0 218 212 6 0 0

目島 0 0 0 0 0 0 0 0 0

茨城 118 0 0 ０

８

01 0 34

木 32 0 0

0

01 0 0

群 馬 30 2 114 106 8 0 0

埼玉 55 53       2
61        0

0 203 8

0

0

0

0

葉
京
干
東

0 254 254
264

0

169 10 795 47     449
神 奈り| 90 84 0 01

01

432 393 01 0

新潟 70 20 267

富山 50 49
44

１

一
２

0 0 170 164 6 0

0

０

一
〇

石り‖

福井

46
19

0 0 189 177 12

00 0 0 0

山 梨 0
０

５

５〇

一
４５６

0 0

104 142      60 2331      21
0

6

0

16

0 0 ０

一
〇

静 岡 69
68

47
65

298 112
0知

重
愛

三

0 0 334 0 14

0 0 ０

３

134
147

0 0 0

1 0 4 0

47 14 ８

一
〇

222
:阪 61

64
10

0 350 301 ０

０
兵庫
奈良

0
・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・　一　　一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・

418 262
40

0
９

一
４

６

９

85 0

山 12 6 0 64 0 0

9 01       0
0       0

0 0 0

44艮 10 9 84 40 0 ０

〇

一
〇

岡山

広島

５４

一
３８

0 218 124 94

19

0

34 0 155
177

0

口 42 0 1 9 0 4

島 0

0

0
0

48 48 0 0 0

20
24
21

0 ０

〇

一
〇

0

0

0
愛媛
高知
福岡

２４

２‐

一
７７

0 0 105 105 0

00 0 91

2950 0 1 299 0 0 4

賀 14 3 0 1

0

2

74
60

14 0 4

長崎 0

0

0

0

0

0

0 0 ０

９

一
〇

本 98 0 0

こ分
２６

一
２０

103 103― :

０

一
〇

]崎 1 0 82 0

鹿児島
,中緯

0 0 60 ０

一
９

0 0

0 0 139 0 10
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被災地支援薬剤師派遣数 推移
2500

2000

1500

人

　

数

1000

500

合 計′2062

1918

1470

宮城県′1162
1080

843

529 福島県′559

434

305 岩手県′337

―
茨城県′3

茨城県口福島県′1

２２〇

一

３

第 1回調査 (4月 7日 ) 第2回調査 (5月 11日 ) 第3回調査 (6月 11日 ) 第4回調査 (7月 11日 )



東日本大震災に対する日本病院薬剤師会の対応

災害対策本部の設置 (3月 12日 )

東日本大震災に関連した情報収集とホームページを

介しての情報配信

行政から出された通知

製薬企業の医薬品供給に関する情報

飲食物の放射線の暫定規制値等について正しい理解を

得るための解説

薬剤師ボランティアの被災地での医療支援活動報告

薬剤師ボランティアの募集 (3月 17日 より)

薬剤師ボランティアの派遣 (7月 末で終了)

自己完結型で医療支援活動を行う

薬剤師ボランティアの派 先及び人数一覧
県 名 派遣 ル 派遣者数

岩子■

′11瞑 11人ケロl工病院 1名

暑千共立大I.崚

“

匠 21名

ギ|■■立大瑠,渡Ⅲ院
『
屁L口地域医,セ ンター 2名

富城県

人Jヒ大学●院 23名

仙′,市内つ:カヤ l名

Fを■+7● 2 22名

南二隆I子給台ll育

“

8名

i"=陸町避疑所 ●名

石を1,■●凛病院 l名

女
"日 '病

院 64■

86名

柿島県

3名

"子
浜病院ていわき市, ●名

おら

ひらたⅢ央病院 (石

“")

1● 名

他に各医療機関から医療チームの一員として多数参加あり

県単位の医療チームには必ずしも薬剤師が含まれていなかつた

(平成23年 7月 19日現在 )

登録者数 :330名

派遣施設数 :15施設

派遣者数 :210名

延べ派遣者数 :7フ 9名

ボランティアは自己完結型

(賠償保険は日病薬負担 )
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震災時の対応での課題 (人材面 )

医療チームの一員として参加した薬剤師は医療機関等
による待遇が得られるのに比ベボランティア薬剤師

(有給休暇をとつて参加 )については全く保障がない

現地対策本部が必要であるが、当該地域にある施設は

本部になることは大きな困難が伴つた。
例:宮城県は東北大学が本部機能を果たしたが、負担が膨大

被災地が広域な場合の対応が当初できていなかつた

0
災害対策特別委員会を立ち上げ、今回の反省を踏まえ
今後の対応策を検討中

震災時の対応での課題 (物流面 )
阪神淡路の場合と異なり、必要な医薬品は災害対応用
の医薬品ではなく、日常診療で使用する医薬品であつた

製薬団体等への物資支援要請は県単位で行われたため、
時間を要した。またその管理体制の構築等に課題が残っ

た。

現地に全国から送られてくる医薬品が現地のニーズに

合致したものとはいえなかった

ガソリン不足等で物流がうまくいかなかつた

物流の司令体制をどのように構築するのか

現場のニーズをうまく集約するシステムが必要
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